
 

様式第１号の１（第５条関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

    携帯電話等エリア整備事業補助金交付申請書 

 

 

 携帯電話等エリア整備事業補助金の補助金の交付を受けたいので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要

綱第５条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の目的 

 

２ 交付を受けようとする補助金の額 

  金          円 

 

３ 補助事業の概要 

  別紙１ 

 

４ 添付資料 

（１） 事業に要する経費の見積書 

（２） 別紙２ 工事概要書 

（３） □ 無線通信を行う電気通信事業者が、対策事業によって整備される施設を利用することについての

確約書 

□ 無線通信を行う電気通信事業者が、対策事業によって整備する施設が、第５世代移動通信システ

ムの導入のための特定基地局の開設計画（平成31年４月10日認定）の上積み整備（開設計画外）に

該当する施設であることについての確約書（携帯電話等施設高度化事業の場合であって一の無線通

信事業者が整備する場合に限る。） 

  



 

別紙１ 

補助事業の概要 

町村名 

代表者氏名 
 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

利用予定サービス名 利用予定事業者名 
サービスエリア 

町村名（地区名） 

携帯電話   

  

（円） 

補助金申請額 
事 業 費 

（①＋②） 

財源内訳 

都補助金 

① 

町村の負担額 

② 

経
費
区
分 

施設・設備費     

用地取得費・道路費     

合    計     

 

備考 （注） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）サービスエリア内に観光地等の施設等又は道路等を含む場合には当該施設等の年間の入込観

光客数等又は当該道路等の通行量を記載するものとする。  



 

別紙２ 

工事概要書 

 

○ ○ 町 村 

町村長 ○○ ○○ 

 

１  設置場所（注１） 

  東京都 ○○町・村 ○○丁目 ○○番地 

    （注１）施設及び設備を設置する道路等に固有名称がある場合は、当該名称を付記する。 

 

２  建設用地 

  （１）敷地面積  ○○○．○㎡ 

  （２）海抜高    ○○○ｍ 

  （３）敷地の所有関係 

        □  購入 

        □  借地              県、町村有地、その他（具体的に）の別 

        □ 既所有            主な借地条件（借地料、借地期間等） 

  （４）用地周辺の状況     平地、山地の別 

                              取付道路の必要の有無（必要であればその長さ）等 

  （５）開発規制の状況     地目  ○○○ 

                              開発規制指定解除の必要の有無 

 

３  施設の内容 

  （１）建物の構造等 ○○○○造    ○階建 

  （２）建築面積     ○○○．○㎡ 

  （３）延べ床面積   ○○○．○㎡ 

  （４）鉄塔の構造等 ○○○○型    高さ（地上高）  ○○ｍ 

 

４  実施計画 

  （１）着手（予定）年月日                年    月    日 

  （２）用地取得（予定）年月日            年    月    日 

  （３）着工（予定）年月日                年    月    日 

  （４）完了（予定）年月日                年    月    日 

 

５  利用見込み 

利用予定サービス名 利用予定事業者名 サービスエリア サービス開始（予定）年月日 

携帯電話    

   

６  資金計画 

                                                                                   （円） 

収入 支出 

財源内訳  経費区分 （事業費） 

補助金 交付（予定）額 施設・設備費  

 

事業を行う者の負担額 予  算  額 用地取得費・道路費  

 借入金  

 自己資金  

 その他（  ）（注２）  

 小計  

合計  合計  

 （注２）財源の内容を記入する。 

 



 

７  添付図面 

（１）用地付近の見取図 

（２）設計の概要図（配置図、各階平面図及び立面図の概略） 

（３）利用が見込まれる各事業のサービスエリア図 

  



 

様式第１号の２（第５条関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）（注） 

 

 

    携帯電話基地局強靭化対策事業補助金交付申請書 

 

 

 携帯電話基地局強靭化対策事業補助金の補助金の交付を受けたいので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交

付要綱第５条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業の目的 

大規模災害発生時における停電や通信回線の断線に伴う携帯電話基地局の停波を回避するため。 

 

２ 交付を受けようとする補助金の額 

  金          円 

 

３ 補助事業の概要 

  別紙１ 

 

４ 添付資料 

 携帯電話基地局強靭化対策事業に要する経費の見積書 

 

 

 

 

 （注）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、連携主体（○○株式会社、株

式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

 

  



 

別紙１ 

 

補助事業の概要 

無線通信事業者等名 

代表者氏名（注） 
 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

 

（円） 

 

事業費 

（① +②+③+④） 

財源内訳 

国庫補助金 

①  

都 

負担額② 

市町村 

負担額③ 

事業者 

負担額④ 

 

経 

費 

区 

分 

施設・整備費      

用地取得費・道路費      

合計      

 

 

備考 

 

（注）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、株

式会社○○・・・及び○○）代表 代表者」と記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２号の１（第６条第１項関係） 

番     号  

年  月  日  

 

町 村 長   殿 

 

東 京 都 知 事 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金交付決定通知書 

 

 

        年    月    日付    第     号で交付申請のあった携帯電話等エリア整備事業補助金については、

携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第６条第１項の規定により下記のとおり交付することに決定したの

で、同項の規定により通知する。 

 

 

記 

 

 

１  補助金の交付の対象となる事業の内容は、 

□ 申請書に記載されたとおりとする。 

□ 一部修正の上、別紙１のとおりとする。 

 

２  補助金の交付決定額は、      金          円とする。 

 

３  内訳は次のとおりとする。 

                                              （円） 

経費区分 交付決定額 

施設・設備費  

用地取得費・道路費  

合   計  

 

４  補助金の交付の条件は、別紙２のとおりとする。 

  



 

別紙１ 

補助事業の概要 

町村名 

代表者氏名 
 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

利用予定サービス名 利用予定事業者名 
サービスエリア 

町村名（地区名） 

携帯電話   

  

（円） 

補助金申請額 
事 業 費 

（①＋②） 

財源内訳 

都補助金 

① 

町村の負担額 

② 

経
費
区
分 

施設・設備費     

用地取得費・道路費     

合    計     

 

備考 （注） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）サービスエリア内に観光地等の施設等又は道路等を含む場合には当該施設等の年間の入込観

光客数等又は当該道路等の通行量を記載するものとする。  



 

別紙２ 

 

１ 東京都補助金等交付規則（昭和37年東京都規則第141号）、東京都補助金等交付規則の施行について（昭和37

年12月11日付37財主調発第20号）及び携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）

に従わなければならない。 

２ 補助金の交付決定通知を受けた補助事業者は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、

申請を取り下げることができる。 

３ 補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

ただし、交付要綱第９条第１項第１号のただし書に規定する場合においては、この限りではない。 

４ 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、知事の承認を受けなければならない。 

５ 補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合は、速やかに事故報告書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

６ 補助事業の遂行及び収支の状況について、知事から要求があった場合は、速やかに状況報告書を知事に提出

しなければならない。 

７ 補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、その日から起算して１か月を経

過した日又は令和９年２月19日のいずれか早い日までに、実績報告書を知事に提出しなければならない。 

８ 前号の報告を受けたときは、その内容の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業

の実施結果が補助金の交付の決定の内容（交付要綱第９条の規定に基づく承認をした場合は、その承認した内

容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金の額の確定通

知により補助事業者に通知するものとする。 

９ 知事は、前号の額の確定による審査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した 

条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に対し、これらに適合させるための措置を命じることができ

る。 

10 知事は、交付要綱第９条第４項の補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は交付要綱第 11 条各

号に該当する場合には、決定の内容（交付要綱第９条第１項の規定に基づく承認をした場合は、その承認した

内容）の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

11 補助事業が完了せずに都の会計年度が終了したときは、交付決定に係る会計年度の翌会計年度の４月20日ま

でに第７号に準ずる報告書を知事に提出しなければならない。 

12 補助事業者の経理については、補助事業以外の経理と明確に区分し、その収支の状況を会計帳簿によって明

らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を補助事業の完了した日の属する会計年度

の終了後５年間保存しなければならない。 

13 補助事業者が補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下「取得財産等」という。）のうち、

取得価格又は効用の増加価格が単価50万円以上のものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない（交付要綱第19条第１項の規定により定める財産処分制限期間を経過した場合を除く。）。 

14 補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、その収入の全部又は一部を都

に納付させることがある。 

15 補助事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとと

もに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。 

16 補助事業者は、補助事業が完了した後は、事後検証に関する報告書を知事に提出しなければならない。 

  



 

様式第２号の２（第６条第１項関係） 

番     号  

年  月  日  

 

（事業者名） 殿 

 

東 京 都 知 事 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金交付決定通知書 

 

 

        年    月    日付    第     号で交付申請のあった携帯電話基地局強靭化対策事業補助金につい

て、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第６条第１項の規定により下記のとおり交付することに決定し

たので、同項の規定により通知する。 

 

 

記 

 

 

１  補助金の交付の対象となる事業の内容は、 

□ 申請書に記載されたとおりとする。 

□ 一部修正の上、別紙１のとおりとする。 

 

２  補助金の交付決定額は、      金          円とする。 

 

３  内訳は次のとおりとする。 

                                              （円） 

経費区分 交付決定額 

施設・設備費  

用地取得費・道路費  

合   計  

 

４  補助金の交付の条件は、別紙２のとおりとする。 



 

別紙１ 

補助事業の概要 

無線通信事業者等名 

代表者氏名（注） 
 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

  

（円） 

 

事業費 

（①+②+③+④） 

財源内訳 

国庫補助金 

① 

都 

負担額② 

市町村 

負担額③ 

事業者 

負担額④ 

 

経 

費 

区 

分 

施設・整備費      

用地取得費・道路費      

合計      

 

備考 （注） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

別紙２ 

 

１ 東京都補助金等交付規則（昭和37年東京都規則第141号）、東京都補助金等交付規則の施行について（昭和37

年12月11日付37財主調発第20号）及び携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）

に従わなければならない。 

２ 補助金の交付決定通知を受けた補助事業者は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、

申請を取り下げることができる。 

３ 補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

ただし、交付要綱第９条第１項第１号のただし書に規定する場合においては、この限りではない。 

４ 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、知事の承認を受けなければならない。 

５ 補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合は、速やかに事故報告書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

６ 補助事業の遂行及び収支の状況について、知事から要求があった場合は、速やかに状況報告書を知事に提出

しなければならない。 

７ 補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、その日から起算して１か月を経

過した日又は令和９年２月19日のいずれか早い日までに、実績報告書を知事に提出しなければならない。 

８ 交付要綱第12条第１項の報告を受けたときは、その内容の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報

告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（交付要綱第９条の規定に基づく承認をした場合は、

その承認した内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助

金の額の確定通知により補助事業者に通知するものとする。 

９ 知事は、交付要綱第14条の額の確定による審査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこ

れに付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に対し、これらに適合させるための措置を命じるこ

とができる。 

10 知事は、交付要綱第９条第４項の補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は交付要綱第 11 条各

号に該当する場合には、決定の内容（交付要綱第９条第１項の規定に基づく承認をした場合は、その承認した

内容）の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

11 補助事業が完了せずに都の会計年度が終了したときは、交付決定に係る会計年度の翌会計年度の４月20日ま

でに第７号に準ずる報告書を知事に提出しなければならない。 

12 補助事業者の経理については、補助事業以外の経理と明確に区分し、その収支の状況を会計帳簿によって明

らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を補助事業の完了した日の属する会計年度

の終了後５年間保存しなければならない。 

13 補助事業者が補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下「取得財産等」という。）のうち、

取得価格又は効用の増加価格が単価50万円以上のものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない（交付要綱第19条第１項の規定により定める財産処分制限期間を経過した場合を除く。）。 

14 補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、その収入の全部又は一部を都

に納付させることがある。 

15 補助事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとと

もに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。 

16 補助事業者は、補助事業が完了した後は、事後検証に関する報告書を知事に提出しなければならない。 

  



 

様式第３号の１（第７条第２項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金交付申請取下げ届出書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話等エリア整備事業補助金に

ついては、同交付の決定内容又は交付の決定に付された条件のうち、下記の事項について不服があるので、携帯

電話等エリア整備事業等補助金第７条第２項の規定により、同補助金          円の交付申請（      年    

月    日付    第    号）を取り下げます。 

 

 

記 

 

 

不服のある交付の決定内容又は交付

の決定に付された条件 
理     由 

  

  



 

様式第３号の２（第７条第２項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）（注） 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金交付申請取下げ届出書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話基地局強靭化対策事業補助

金については、同交付の決定内容又は交付の決定に付された条件のうち、下記の事項について不服があるので、

携帯電話等エリア整備等事業補助金第７条第２項の規定により、同補助金          円の交付申請（      年    

月    日付    第    号）を取り下げます。 

 

 

記 

 

 

不服のある交付の決定内容又は交付

の決定に付された条件 
理     由 

  

 

 

 

 

 

 

 （注）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、

株式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

  



 

様式第４号の１（第９条第１項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金の変更承認申請書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話等エリア整備事業の一部を

変更する必要があるので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第９条第１項の規定により、下記のとお

り申請します。 

 

 

記 

 

 

１  変更事項及びその内容 

                                            （円） 

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 

内
容 

   

経
費
の
配
分 

施設・設備費   

用地取得費・道路費   

合   計   

 

２  変更を必要とする理由 

 

３  変更が補助事業に及ぼす影響 

 

４ 添付書類 

  補助事業の対象となる事業の概要（添付書類 様式第１号関係）及び当該事業に係る積算内訳を変更前及び

変更後のものを対比して記載した資料 

  



 

様式第４号の２（第９条第１項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）（注） 

 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金の変更承認申請書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話基地局強靭化対策事業の一

部を変更する必要があるので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第９条第１項の規定により、下記の

とおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１  変更事項及びその内容 

                                            （円） 

変 更 事 項 変 更 前 変 更 後 

内
容 

   

経
費
の
配
分 

施設・設備費   

用地取得費・道路費   

合   計   

 

２  変更を必要とする理由 

 

３  変更が補助事業に及ぼす影響 

 

４ 添付書類 

  補助事業の対象となる事業の概要（添付書類 様式第１号関係）及び当該事業に係る積算内訳を変更前及び

変更後のものを対比して記載した資料 

 

 （注）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、

株式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。  



 

様式第５号の１（第９条第３項関係） 

番     号  

年  月  日  

 

町 村 長   殿 

 

東 京 都 知 事 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金交付決定変更通知書 

 

 

        年    月    日付    第     号で変更承認申請のあった携帯電話等エリア整備事業補助金について

は、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第９条第３項の規定により下記のとおり変更承認し、交付する

ことにしたので、同項の規定に基づき通知する。 

 

 

記 

 

 

１  補助金の交付の対象となる事業の内容は、 

□ 変更承認申請書に記載されたとおりとする。 

□ 一部修正の上、別紙１のとおりとする。 

 

２  補助金の交付決定額は、      金          円とする。 

  （本変更承認前の交付決定額は、  金          円） 

 

３  内訳は次のとおりとする。 

                                                             （円） 

経費区分 変更承認前の配分額 変更承認後の配分額 

施設・設備費   

用地取得費・道路費   

合   計   

   



 

別紙１ 

補助事業の概要 

町村名 

代表者氏名 
 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

利用予定サービス名 利用予定事業者名 
サービスエリア 

町村名（地区名） 

携帯電話   

  

（円） 

補助金申請額 
事 業 費 

（①＋②） 

財源内訳 

都補助金 

① 

町村の負担額 

② 

経
費
区
分 

施設・設備費     

用地取得費・道路費     

合    計     

 

備考 （注） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）サービスエリア内に観光地等の施設等又は道路等を含む場合には当該施設等の年間の入込観

光客数等又は当該道路等の通行量を記載するものとする。  



 

別紙２ 

 

１ 東京都補助金等交付規則（昭和37年東京都規則第141号）、東京都補助金等交付規則の施行について（昭和37

年12月11日付37財主調発第20号）及び携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）

に従わなければならない。 

２ 補助金の交付決定通知を受けた補助事業者は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、

申請を取り下げることができる。 

３ 補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

ただし、交付要綱第９条第１項第１号のただし書に規定する場合においては、この限りではない。 

４ 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、知事の承認を受けなければならない。 

５ 補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合は、速やかに事故報告書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

６ 補助事業の遂行及び収支の状況について、知事から要求があった場合は、速やかに状況報告書を知事に提出

しなければならない。 

７ 補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、その日から起算して１か月を経

過した日又は令和９年２月19日のいずれか早い日までに、実績報告書を知事に提出しなければならない。 

８ 交付要綱第12条第１項の報告を受けたときは、その内容の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報

告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（交付要綱第９条の規定に基づく承認をした場合は、

その承認した内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助

金の額の確定通知により補助事業者に通知するものとする。 

９ 知事は、交付要綱第14条の額の確定による審査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこ

れに付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に対し、これらに適合させるための措置を命じるこ

とができる。 

10 知事は、交付要綱第９条第４項の補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は交付要綱第 11 条各

号に該当する場合には、決定の内容（交付要綱第９条第１項の規定に基づく承認をした場合は、その承認した

内容）の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

11 補助事業が完了せずに都の会計年度が終了したときは、交付決定に係る会計年度の翌会計年度の４月20日ま

でに第７号に準ずる報告書を知事に提出しなければならない。 

12 補助事業者の経理については、補助事業以外の経理と明確に区分し、その収支の状況を会計帳簿によって明

らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を補助事業の完了した日の属する会計年度

の終了後５年間保存しなければならない。 

13 補助事業者が補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下「取得財産等」という。）のうち、

取得価格又は効用の増加価格が単価50万円以上のものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない（交付要綱第19条第１項の規定により定める財産処分制限期間を経過した場合を除く。）。 

14 補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、その収入の全部又は一部を都

に納付させることがある。 

15 補助事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとと

もに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。 

16 補助事業者は、補助事業が完了した後は、事後検証に関する報告書を知事に提出しなければならない。 

 

  



 

様式第５号の２（第９条第３項関係） 

番     号  

年  月  日  

 

（事業者名）殿 

 

東 京 都 知 事 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金交付決定変更通知書 

 

 

        年    月    日付    第     号で変更承認申請のあった携帯電話基地局強靭化対策事業補助金につ

いては、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第９条第３項の規定により下記のとおり変更承認し、交付

することにしたので、同項の規定に基づき通知する。 

 

 

記 

 

 

１  補助金の交付の対象となる事業の内容は、 

□ 変更承認申請書に記載されたとおりとする。 

□ 一部修正の上、別紙１のとおりとする。 

 

２  補助金の交付決定額は、      金          円とする。 

  （本変更承認前の交付決定額は、  金          円） 

 

３  内訳は次のとおりとする。 

                                                             （円） 

経費区分 変更承認前の配分額 変更承認後の配分額 

施設・設備費   

用地取得費・道路費   

合   計   

  

４ 補助金の交付の条件は別紙２のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別紙１ 

補助事業の概要 

無線通信事業者等名 

代表者氏名（注） 
 

施設の設置場所  

着工予定日  

完了予定日  

 

  

（円） 

 

事業費 

（①+②+③+④） 

財源内訳 

国庫補助金 

① 

都 

負担額② 

市町村 

負担額③ 

事業者 

負担額④ 

 

経 

費 

区 

分 

施設・整備費      

用地取得費・道路費      

合計      

 

備考 （注） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

別紙２ 

 

１ 東京都補助金等交付規則（昭和37年東京都規則第141号）、東京都補助金等交付規則の施行について（昭和37

年12月11日付37財主調発第20号）及び携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）

に従わなければならない。 

２ 補助金の交付決定通知を受けた補助事業者は、交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、

申請を取り下げることができる。 

３ 補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。

ただし、交付要綱第９条第１項第１号のただし書に規定する場合においては、この限りではない。 

４ 補助事業を中止又は廃止しようとするときは、知事の承認を受けなければならない。 

５ 補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場合又は補助事業の遂行が困難となった場

合は、速やかに事故報告書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

６ 補助事業の遂行及び収支の状況について、知事から要求があった場合は、速やかに状況報告書を知事に提出

しなければならない。 

７ 補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、その日から起算して１か月を経

過した日又は令和９年２月19日のいずれか早い日までに、実績報告書を知事に提出しなければならない。 

８ 交付要綱第12条第１項の報告を受けたときは、その内容の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報

告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（交付要綱第９条の規定に基づく承認をした場合は、

その承認した内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助

金の額の確定通知により補助事業者に通知するものとする。 

９ 知事は、交付要綱第14条の額の確定による審査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこ

れに付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に対し、これらに適合させるための措置を命じるこ

とができる。 

10 知事は、交付要綱第９条第４項の補助事業の中止若しくは廃止の申請があった場合又は交付要綱第 11 条各

号に該当する場合には、決定の内容（交付要綱第９条第１項の規定に基づく承認をした場合は、その承認した

内容）の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

11 補助事業が完了せずに都の会計年度が終了したときは、交付決定に係る会計年度の翌会計年度の４月20日ま

でに第７号に準ずる報告書を知事に提出しなければならない。 

12 補助事業者の経理については、補助事業以外の経理と明確に区分し、その収支の状況を会計帳簿によって明

らかにしておくとともに、その会計帳簿及び収支に関する証拠書類を補助事業の完了した日の属する会計年度

の終了後５年間保存しなければならない。 

13 補助事業者が補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下「取得財産等」という。）のうち、

取得価格又は効用の増加価格が単価50万円以上のものについて、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない（交付要綱第19条第１項の規定により定める財産処分制限期間を経過した場合を除く。）。 

14 補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、その収入の全部又は一部を都

に納付させることがある。 

15 補助事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとと

もに、補助金交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。 

16 補助事業者は、補助事業が完了した後は、事後検証に関する報告書を知事に提出しなければならない。 

  



 

様式第６号の１（第９条第４項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話等エリア整備事業補助金に

係る補助事業を中止（廃止）したいので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第９条第４項の規定によ

り、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１  事業を中止（廃止）する理由 

 

 

２  経費の支出額内訳 

                                               （円） 

経費区分 既施工等部分額 未施工等部分額 合   計 

施設・設備費    

用地取得費・道路費    

合   計    

 

３  事業の再開の見通し（事業を中止する場合のみ） 

  （１）中止期間          年    月    日  ～      年    月    日 

  （２）完了予定日        年    月    日 

  



 

様式第６号の２（第９条第４項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）（注） 

 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話基地局強靭化対策事業補助

金に係る補助事業を中止（廃止）したいので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第９条第４項の規定

により、下記のとおり申請します。 

 

 

記 

 

 

１  事業を中止（廃止）する理由 

 

 

２  経費の支出額内訳 

                                               （円） 

経費区分 既施工等部分額 未施工等部分額 合   計 

施設・設備費    

用地取得費・道路費    

合   計    

 

３  事業の再開の見通し（事業を中止する場合のみ） 

  （１）中止期間          年    月    日  ～      年    月    日 

  （２）完了予定日        年    月    日 

 

（注）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、株

式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

  



 

様式第７号の１（第10関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金に係る補助事業の事故報告書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話等エリア整備事業補助金に

係る補助事業について、下記の事故が発生したので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第10条の規定

により報告します。 

 

 

記 

 

 

１  事故の内容及びその原因 

 

 

２  事業の現在の進捗状況 

 

 

３  現在までに要した経費 

 

 

４  事故に対してとった措置 

 

 

５  補助事業の遂行及び完了の予定 

 

 

  



 

様式第７号の２（第10条関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）（注） 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金に係る補助事業の事故報告書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話基地局強靭化対策事業補助

金に係る補助事業について、下記の事故が発生したので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第10条の

規定により報告します。 

 

 

記 

 

 

１  事故の内容及びその原因 

 

 

２  事業の現在の進捗状況 

 

 

３  現在までに要した経費 

 

 

４  事故に対してとった措置 

 

 

５  補助事業の遂行及び完了の予定 

 

 

 

（注）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、株

式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

 

  



 

様式第８号の１（第11条関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金に係る補助事業状況報告書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話等エリア整備事業補助金に

係る補助事業の実施状況について、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第11条の規定により報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 交付決定額の進捗状況 

（円） 

経費区分 
交付決定額 

(Ａ) 

実績額 

(Ｂ) 

進捗率 

(Ｂ／Ａ)％ 

差  額 

(Ａ－Ｂ) 
実績見込額 

施設・設備費      

用地取得費・道路費      

合   計      

 

２ 補助事業の遂行状況 

  補助事業の遂行についてその進捗が確認できる資料その他関係書類 

  



 

様式第８号の２（第11条関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）（注） 

 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金に係る補助事業状況報告書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話基地局強靭化対策事業補助

金に係る補助事業の実施状況について、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第11条の規定により報告し

ます。 

 

 

記 

 

 

１ 交付決定額の進捗状況 

（円） 

経費区分 
交付決定額 

(Ａ) 

実績額 

(Ｂ) 

進捗率 

(Ｂ／Ａ)％ 

差  額 

(Ａ－Ｂ) 
実績見込額 

施設・設備費      

用地取得費・道路費      

合   計      

 

２ 補助事業の遂行状況 

  補助事業の遂行についてその進捗が確認できる資料その他関係書類 

 

 

（注）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、株 

式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

  



 

様式第９号の１（第12条第１項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金に係る補助事業（年度終了）実績報告書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話等エリア整備事業補助金に

係る補助事業は、完了（廃止・完了せずに年度終了）しましたので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要

綱第12条第１項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１  補助事業の実施状況 

                                                                             （円） 

区   分 
交付決定年月日 

補助金交付額 

概算払金額 

（累計） 

補助金交付 

実績額 

都補助金 
 

 

  

 うち国 庫 補 助 金    

 

２  事業の実施状況  （注１） 

町村名  

施設の設置場所  

工事施工業者名  

着 工 日  

完 了 日  

（注１）補助金交付申請書と内容が同一の項目については、その旨を記載し、記入を省略することができる。 

 

３  施設の利用見込み 

利用予定 

サービス名 
利用予定事業者名 

サービスエリア 

町村名（地区名） 

サービス開始（予定）

年月日 

    

 

  



 

４  事業収支総括表 

                                                                                   （円） 

収  入 

補 助 金 

交付決定年月日 

交付決定額 

概算払年月日 

概算払金額 

精算払年月日 

精算払金額 

 

 

  

町村の負担額 予 算 額 

 

実 績 額 

 借 入 金   

事業者等の負担金   

自 己 資 金   

その他（      ） 

（注２） 

  

小   計   

合   計   

（注２）財源の内容を記入する。 

 

（円） 

支  出 

経費区分 予 算 額 実績額（支出額合計） 

施設・設備費 
  

用地取得費・道路費 
  

合   計 
  

 

５  添付書類 

  （１）施設整備工事代金等の請求書又は同領収書の写し 

  （２）当該施設等の完成写真 

  



 

様式第９号の２（第１２条第１項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）（注） 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金に係る補助事業（年度終了）実績報告書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話基地局強靭化対策事業補助

金に係る補助事業は、完了（廃止・完了せずに年度終了）しましたので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交

付要綱第12条第１項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１  補助事業の実施状況 

                                                                             （円） 

区   分 
交付決定年月日 

補助金交付額 

概算払金額 

（累計） 

補助金交付 

実績額 

都補助金 
 

 

  

 うち国 庫 補 助 金    

 

２  事業の実施状況  （注１） 

代表者名  

施設の設置場所  

工事施工業者名  

着 工 日  

完 了 日  

（注１）補助金交付申請書と内容が同一の項目については、その旨を記載し、記入を省略することができる。 

 

 

（注）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、株 

式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

 

  



 

３  事業収支総括表 

                                                                                   （円） 

収  入 

補 助 金 

交付決定年月日 

交付決定額 

概算払年月日 

概算払金額 

精算払年月日 

精算払金額 

 

 

  

無線通信事業者等の負担額 予 算 額 

 

実 績 額 

 借 入 金   

事業者等の負担金   

自 己 資 金   

その他（      ） 

（注２） 

  

小   計   

合   計   

（注２）財源の内容を記入する。 

 

（円） 

支  出 

経費区分 予 算 額 実績額（支出額合計） 

施設・設備費 
  

用地取得費・道路費 
  

合   計 
  

 

４  添付書類 

  （１）施設整備工事代金等の請求書又は同領収書の写し 

  （２）当該施設等の完成写真 

  



 

様式第 10号の１（第13条第１項関係） 

番     号  

年  月  日  

 

町 村 長   殿 

 

東 京 都 知 事 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金の額の確定通知書 

 

 

    年    月    日付    第    号で実績報告のあった携帯電話等エリア整備事業補助金の額を携帯電話

等エリア整備事業等補助金交付要綱第13条第１項の規定により、下記のとおり確定したので、同項の規定により

通知する。 

 なお、確定額を超えて既に交付されている補助金については、携帯電話等エリア整備事業等補助金補助金交付

要綱第13条第２項の規定により、    年  月  日までに返還を命じる。 

 

 

記 

 

 

１  補助金の確定額は、          金          円とする。 

 

２  内訳は次のとおりとする。 

                                                （円） 

経費区分 交付確定額 

施設・設備費  

用地取得費・道路費  

合   計  

 

３ 返還額  



 

様式第 10号の２（第13条第１項関係） 

番     号  

年  月  日  

 

（事業者名）殿 

 

東 京 都 知 事 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金の額の確定通知書 

 

 

    年    月    日付    第    号で実績報告のあった携帯電話基地局強靭化対策事業補助金の額を携帯

電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第13条第１項の規定により、下記のとおり確定したので、同項の規定に

より通知する。 

なお、確定額を超えて既に交付されている補助金については、携帯電話等エリア整備事業等補助金補助金交

付要綱第13条第２項の規定により、    年  月  日までに返還を命じる。 

 

 

記 

 

 

１  補助金の確定額は、          金          円とする。 

 

２  内訳は次のとおりとする。 

                                                （円） 

経費区分 交付確定額 

施設・設備費  

用地取得費・道路費  

合   計  

 

３ 返還額 

  



 

様式第 11号の１（第14条第２項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金精算（概算）払請求書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話等エリア整備事業補助金の

精算払（第   回概算払）を受けたいので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第14条第２項の規定に

より、下記のとおり請求（返還）します。 

 

 

記 

 

 

１  請求（返還）金額    金          円也 

 

２  内   訳 

（精算払の場合） 

                                             （円） 

経費区分 
交付確定額 

① 

前回までの累積受領額 

② 

今回請求額 

③ 

残  額 

①－②－③ 

施設・設備費     

用地取得費・道路費     

合   計     

（注）負の金額には△印を付すこと。 

 

（概算払の場合） 

                                              （円） 

経費区分 
交付決定額 

① 

前回までの概算払受領額

② 

今回請求額 

③ 

残  額 

①－②－③ 

施設・設備費     

用地取得費・道路費     

合   計     

 

  



 

様式第 11号の２（第14条第２項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）殿（注） 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金精算（概算）払請求書 

 

 

        年    月    日付    第    号で補助金の交付決定通知のあった携帯電話基地局強靭化対策事業補助

金の精算払（第   回概算払）を受けたいので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第14条第２項の規

定により、下記のとおり請求（返還）します。 

 

 

記 

 

 

１  請求（返還）金額    金          円也 

 

２  内   訳 

（精算払の場合） 

                                             （円） 

経費区分 
交付決定額 

 

確定額 

①  

② 概算払受領

額 

差引請求（返

還）額①－② 

施設・設備費     

用地取得費・道路費     

合   計     

（注）負の金額には△印を付すこと。 

 

（概算払の場合） 

                                              （円） 

経費区分 
交付決定額 

① 

前回までの概算払受領額

② 

今回請求額 

③ 

残  額 

①－②－③ 

施設・設備費     

用地取得費・道路費     

合   計     

 

 

（注）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、株

式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

  



 

様式第 12号の１（第19条第１項、第20条第１項、第21条第１項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金に係る財産処分承認
申請

届出書 

 

 

     年度において、携帯電話等エリア整備事業補助金に係る補助事業により取得した施設の財産処分を行

いたいので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱

第19条第1項

第21条第1項

 第20条第1項 の規定により、関係書類を添えて下記

のとおり
申請

届け

しま

出ま

す。

す。 

 

 

記 

 

 

１ 処分の内容 

（取得財産の目的外利用、譲渡、交換、貸与、担保、取り壊し又は廃棄の別） 

 

 

２ 処分の理由 

 

 

３ 取得財産の概要 

 （１）施設又は設備の名称 

     

 （２）施設又は設備の設置者（事業主体）の名称 

     

 （３）施設の所在地 

     

 （４）事業費 

 ア  国庫補助金 

 

イ 都負担金 

 

ウ 町村負担金 

 

エ 事業者等負担金 

  



 

 

４ 処分の概要 

 （１）処分しようとする相手方（注） 

     

 （２）処分しようとする財産の範囲 

    （処分しようとする財産の範囲を特定するとともに、財産の範囲が確認できる図面等を添付すること。） 

     

 （３）処分の期間（注） 

     

 （４）処分の条件（注） 

（無償・有償の別、その他の条件を記載する。有償の場合は、利用料金、貸与に伴う経費（維持管理費

を含む。）見込額又は総務省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準（平成２０年総官会第７９０

号）に定める額を記入する。） 

 

５ 処分に伴う無線通信サービス又は放送の再放送サービスの運用開始日（注） 

 

６ 添付書類 

 

 

（注）取り壊し又は廃棄の場合は記入を要しない。 



 

様式第 12号の２（第19条第１項、第20条第１項、第21条第1項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）殿（注１） 

 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金に係る財産処分承認
申請

届出書 

 

 

     年度において、携帯電話基地局強靭化対策事業補助金に係る補助事業により取得した施設の財産処分

を行いたいので、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱

第19条第1項

第21条第1項

 第20条第1項 の規定により、関係書類を添えて下

記のとおり
申請

届け

しま

出ま

す。

す。 

 

 

記 

 

 

１ 処分の内容 

（取得財産の目的外利用、譲渡、交換、貸与、担保、取り壊し又は廃棄の別） 

 

 

２ 処分の理由 

 

 

３ 取得財産の概要 

 （１）施設又は設備の名称 

     

 （２）施設又は設備の設置者（事業主体）の名称 

     

 （３）施設の所在地 

     

 （４）事業費 

 ア  国庫補助金 

 

イ 都負担金 

 

ウ 町村負担金 

 

エ 事業者等負担金 



 

 

（注１）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、

株式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

４ 処分の概要 

 （１）処分しようとする相手方（注２） 

     

 （２）処分しようとする財産の範囲 

    （処分しようとする財産の範囲を特定するとともに、財産の範囲が確認できる図面等を添付すること。） 

     

 （３）処分の期間（注２） 

     

 （４）処分の条件（注２） 

（無償・有償の別、その他の条件を記載する。有償の場合は、利用料金、貸与に伴う経費（維持管理費

を含む。）見込額又は総務省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準（平成２０年総官会第７９０

号）に定める額を記入する。） 

 

５ 処分に伴う無線通信サービス又は放送の再放送サービスの運用開始日（注２） 

 

６ 添付書類 

 

 

（注２）取り壊し又は廃棄の場合は記入を要しない。 

  



 

様式第 13号の１（第20条第２項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金に係る取得財産等の処分に関する包括承認届出書 

 

 

 携帯電話等エリア整備事業により取得した施設の財産処分の包括承認を受けたいので、携帯電話等エリア整備

事業等補助金交付要綱第20条第２項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 

 

 

１ 包括承認を受けたい処分の内容 

   

 

２ 包括承認を受けたい理由 

   

 

３ 包括承認の開始日（注） 

   

 

（注）「本届出書を知事が受理した日」、「○年４月１日」など届出日以降の日を記載するものとする。 

  



 

様式第 13号の２（第20条第２項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）殿（注１） 

 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金に係る取得財産等の処分に関する包括承認届出書 

 

 

 携帯電話基地局強靭化対策事業により取得した施設の財産処分の包括承認を受けたいので、携帯電話等エリア

整備事業等補助金交付要綱第20条第２項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 

 

 

１ 包括承認を受けたい処分の内容 

   

 

２ 包括承認を受けたい理由 

   

 

３ 包括承認の開始日（注２） 

   

（注１）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、

株式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

 

（注２）「本届出書を知事が受理した日」、「○年４月１日」など届出日以降の日を記載するものとする。 

  



 

様式第 14号の１（第20条第３項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

町 村 長 

 

 

携帯電話等エリア整備事業補助金に係る包括承認届出書に関する報告書 

 

 

  携帯電話等エリア整備事業に係る取得財産等の処分に関する包括承認届出書（   年  月  日付 第  

号）に基づく    年度の処分について、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第20条第３項の規定

に基づき、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

事業年度 

（注１） 

町村名 

（地区名） 

（注２） 

施設の名称 

（注３） 

処分の相手方 

（注４） 

処分の内容 

（注５） 

処分の理由 

（注６） 

処分の条件 

（注７） 

       

       

       

 

（注１）携帯電話等エリア整備事業により、事業を実施した会計年度を記入する。 

（注２）処分を行った町村名及び地区名を記入する。 

（注３）「○○基地局」など施設の名称を記入する。 

（注４）「携帯電話事業者名」など処分の相手方を記入する。 

（注５）取得財産の目的外利用、交換又は廃棄の別を記入する。 

（注６）ＬＴＥ（３．９Ｇ）サービス導入に伴う無線設備の追加、交換、廃棄の場合は「ＬＴＥ化」、ＬＴＥ－Ａ

（４Ｇ）サービス導入に伴う無線設備の撤去、設置の場合は「ＬＴＥ－Ａ化」など新たな無線通信の追加 

又は交換であることが分かるように記入する。 

（注７）「無償」など処分の条件を記入する。 

  



 

様式第 14号の２（第20条第３項関係） 

番     号 

年  月  日 

 

東 京 都 知 事   殿 

 

（事業者名）殿（注１） 

 

 

 

携帯電話基地局強靭化対策事業補助金に係る包括承認届出書に関する報告書 

 

 

  携帯電話基地局強靭化対策事業に係る取得財産等の処分に関する包括承認届出書（   年  月  日付 

第  号）に基づく    年度の処分について、携帯電話等エリア整備事業等補助金交付要綱第20条第３項

の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

事業年度 

（注２） 

区市町村名 

（注３） 

施設の名称 

（注４） 

処分の相手方 

（注５） 

処分の内容 

（注６） 

処分の理由 

（注７） 

処分の条件 

（注８） 

       

       

       

 

（注１）無線通信事業者又はインフラシェアリング事業者の連携主体にあっては、「連携主体（○○株式会社、

株式会社○○・・・及び○○）代表 代表者  」と記載すること。 

（注２）携帯電話基地局強靭化対策事業により、事業を実施した会計年度を記入する。 

（注３）処分を行った区市町村名を記入する。 

（注４）「○○基地局」など施設の名称を記入する。 

（注５）「携帯電話事業者名」など処分の相手方を記入する。 

（注６）取得財産の目的外利用、交換又は廃棄の別を記入する。 

（注７）ＬＴＥ（３．９Ｇ）サービス導入に伴う無線設備の追加、交換、廃棄の場合は「ＬＴＥ化」、ＬＴＥ－Ａ

（４Ｇ）サービス導入に伴う無線設備の撤去、設置の場合は「ＬＴＥ－Ａ化」など新たな無線通信の追加 

又は交換であることが分かるように記入する。 

（注８）「無償」など処分の条件を記入する。 

 


